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１．前回の分科会の内容について 

２．燃費基準の創設について 

３．国土交通省の認証について 

４．支援施策について  

５．CO2削減計画について2



１．前回の分科会の内容について 

■JCMAS燃費測定結果 

測定自体のばらつきはほとんどないものの、同クラスの測定で、
トップとボトムで約３０％の差がある。 

委員意見 実作業との比較が必要 
       エンジン性能に影響される燃費の確認が必要 
       シミュレーションの検討
       ハイブリッド、電動機械用のJCMASの検討が必要 等 

■燃費登録制度 

JCMASの測定データをメーカーが任意に登録する燃費データ登
録制度を提案録

委員意見 業界としっかり議論し、業界の納得できる形を示して 
ほしい       ほしい



１．前回の分科会の内容について 

前回の分科会における委員からの指摘事項に対する事務局からの回答 



２．燃費基準の創設について 

①概要 
建設機械（ハイブリッド建設機械 電動建設機械を含む）の燃目的

燃費悪

建設機械（ハイブリッド建設機械、電動建設機械を含む）の燃
費改善の技術開発と燃費基準達成建設機械の普及を促進 

目的 
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燃費向上 



２．燃費基準の創設について 

②対象とする建設機械 
燃料消費量試験方法として（社）日本建設機械化協会規格（ＪＣＭＡＳ）に設定さ

軽油を燃料とする下記に示す建設機械を対象（別紙１参照） 

れている次の建設機械を対象とする。

①標準バケット容量0.25m3以上1.7m3未満の油圧ショベル 

②エンジン定格出力40kW以上230kW未満のホイールローダ 

③エンジン定格出力19kW以上300kW未満のブルドーザ 

0.25m3
未満未満, 
7.2% 

300kW以上, 
その他の建設機

械 29 8%

油圧ショベル 

対象とする機械は、右図の■色の部分
（全建機の約60％を占める） 

0.25m3以上

1.7m3未満, 
48.8% 19kW以上300kW

未満, 5.4%

0.1%
械, 29.8%

ブルドーザ 

40kW以上230kW
未満 5 9%

230kW以上, 
0.1% 

未満, 5.4%

1.7m3以上, 1.3% 40kW未満, 1.3% 

未満, 5.9%

ホイールローダ 
全建機に対するCO2排出寄与率 



２．燃費基準の創設について 

③燃費基準値の設定 

●ＪＣＭＡＳ試験により得られる燃料消費量評価値（kg/標準動作（油圧ショベル）、●ＪＣＭＡＳ試験により得られる燃料消費量評価値（kg/標準動作（油圧ショ ル）、
g/t（ホイールローダ）、g/kWh（ブルドーザ））（以降「燃費評価値」という）のトップラ

ンナーを燃費基準値として採用する。（ハイブリッド建設機械、電動建設機械は、
大幅な燃費改善が見込まれることからトップランナーには用いない）燃費基準値は

●ハイブリッド建設機械、電動建設機械の基準値についても、同じ数値を採用する。 

大幅な燃費改善が見込まれることからトップランナーには用いない）燃費基準値は
別紙２のとおりとする。 

●測定については、ＪＣＭＡＳが標準規格であることから、公的な第３者による測定
ではなく製造業者による自社測定で可とする。 

④燃費基準の達成状況による表示方法について 
燃費基準の達成状況に応じて３段階に区分して☆を設定する

燃費基準達成率 100％以上  ☆☆☆ 

燃費基準の達成状況に応じて３段階に区分して☆を設定する。

燃費基準達成率   85％以上  ☆☆ 

燃費基準達成率  85％未満  ☆燃費



２．燃費基準の創設について 

⑤ファミリの設定 

同等の燃費評価値と判断するための機構・構造上の範囲を設定し、こ
の範囲で機構・構造が同様なもの（ファミリ）は代表機（標準機）の燃費
評価値を用いることとする ファミリの範囲は同じパワ ライン（エンジ評価値を用いることとする。ファミリの範囲は同じパワーライン（エンジ
ン、油圧ポンプ、操作弁）とする。 



●2006年規制対応機械の燃費の分布及び2020年燃費基準 
油圧ショベル油圧ショベル

燃費基準値
（2006年規制対応機械のトップランナー） 

注）トップランナーは2010年時点での燃費データ 



●2006年規制対応機械の燃費の分布及び2020年燃費基準 

燃費基準値 
（2006年規制対応機械のトップランナ ）（2006年規制対応機械のトップランナー）

注）トップランナーは2010年時点での燃費データ 



３．国土交通省による認証について 
平成26年（2014年）度以降、下記の条件を満たした建設機械に対

して認証を行う（燃費基準の達成状況に応じて３段階に区分して☆
を設定する） 燃費基準達成率100％（☆☆☆）での認証を受けたを設定する）。燃費基準達成率100％（☆☆☆）での認証を受けた
建設機械は、融資制度等の支援措置の対象予定とする。 

１ 軽油を燃料とする下記に示す建設機械１．軽油を燃料とする下記に示す建設機械 

②エンジン定格出力40kW以上230kW未満のホイ ルロ ダ

①標準バケット容量0.25m3以上1.7m3未満の油圧ショベル 

②エンジン定格出力40kW以上230kW未満のホイールローダ

③エンジン定格出力19kW以上300kW未満のブルドーザ 

費基 達成率 な 費基 値

油圧ショベル  ホイールローダ  ブルドーザ 

燃費基準達成率100％となる燃費基準値は下記のとおり

燃費基準達成率 100％以上  ☆☆☆ 

燃費基準達成率 85％以上 ☆☆
３段階の

燃費基準達成率  85％以上  ☆☆

燃費基準達成率   85％未満  ☆ 
☆の認証 



３．国土交通省による認証について 

○燃費基準達成建設機械の認証開始予定時期 

排出ガス規制が2011年、2014年と段階的に強化されることから、認証開
始予定時期は、2014年基準の規制開始予定時期以降とする。始予定時期は、2014年基準の規制開始予定時期以降とする。

○燃費評価値情報の公表

2014年度以降に燃費基準達成建設機械の認証を開始し、認証した建

燃費評価値情報 表

設機械について燃費評価値の公表を開始する。販売する建設機械につ
いてのカタログ等へのメーカーの自主的な燃費評価値表示は、2011年
から開始するから開始する。 



４．支援施策について 

「低炭素型建設機械の認定に関する規程」に基づき認定された建設機械
は 日本政策金融公庫による特別利率での低利融資の対象となる

融資制度について

は、日本政策金融公庫による特別利率での低利融資の対象となる。

認定対象 

平成２２年度
（2010年度） 

イブリ ド建設機械

平成２６年度以降
（2014年度） 

般の油圧シ ベ ホイハイブリッド建設機械
電動建機を追加（2011年より） 

一般の油圧ショベル、ホイール
ローダ、ブルドーザを追加予定 

融資制度を実施する事業 利率 

日本政策金融公庫（中小企業事業）貸付金額は7 2億円まで（特 特別利率②(4億円まで)日本政策金融公庫（中小企業事業）貸付金額は7.2億円まで（特
別利率での貸付は4億円まで、4億円以上は基準金利） 
（建設業においては、資本金3億円以下又は従業員300人以下の中小企業者） 
※リース・レンタル事業者は資本金5千万円以下又は従業員100人以下 

特別利率②(4億円まで) 
（例えば、10年間での有担保での標準

貸付利率は1.2％） 

日本政策金融公庫（国民生活事業）貸付金額は7.2千万円まで 
（従業員20人以下の小規模企業者） 
※リ ス・レンタル事業者は従業員5人以下

特別利率Ｂ 
（例えば、10年間での有担保の標準貸

付利率は1 7％）※リース・レンタル事業者は従業員5人以下 付利率は1.7％）

注）平成２２年度現在の利率を表す 



５． CO2削減計画について 

■目的 

温室効果ガスについては 平成21年9月22日の国連総会における鳩山首相の 温室効果ガスについては、平成21年9月22日の国連総会における鳩山首相の
演説や、平成21年11月の気候変動交渉に関する日米共同メッセージなどを経て
、平成22年3月12日に、温室効果ガス削減の中長期目標を2020年までに25％削
減 2050年までに80％削減（いずれも1990年比）とすること等を定めた地球温減、2050年までに80％削減（いずれも1990年比）とすること等を定めた地球温
暖化対策基本法案が閣議決定されていることから、建設施工分野において温室
効果ガスの排出量を削減し、温室効果ガスの排出ができる限り抑制された建設
施 指施工を目指していく。

 具体的には、ハイブリッド機構を有した建設機械や電動建設機械など、CO2
排出の低減に寄与し、エネルギー効率の優れた建設機械についての積極的な導排 低減 寄与 、 ギ 効率 優 建設機械 積極 な導
入支援策を実施し、その普及の促進を図ることとし、エネルギー効率の優れた
建設機械、建設施工について、建設業者による自発的な活動の実施が促進され
るよう 建設機械に関する燃費測定基準の整備などを行い 建設機械や施工方るよう、建設機械に関する燃費測定基準の整備などを行い、建設機械や施工方
法に関する温室効果ガス排出削減（省燃費）効果に関する情報等の提供を行う
。 
中期目標として 上述の対策により 建設業による排出量１４００万t(１９ 中期目標として、上述の対策により、建設業による排出量１４００万t(１９

９０年)に対して、２０２０年には、２５％削減（３５０万t削減）した排出量
１０５０万ｔを目指す。 



５． CO2削減計画について 
年時点 排出量試算 設定■2020年時点でのＣＯ２排出量試算ケースの設定

○ ＣＯ 削減量試算における前提条件の設定
・建設機械の保有台数は2007年度までは、建設機械動向調査結果を採用し、2008年度以降はそ
れまでの調査結果での保有台数が減少傾向にあることから緩やかに減少していくと仮定。 

対象となる建設機械の販売台数は リ ンシ クによる販売台数の減少を考慮し 年度

○ ＣＯ２削減量試算における前提条件の設定

年度における イブリ ド建設機械 販売台数は油圧シ ベ 全体 販売台数 約 割と

・対象となる建設機械の販売台数は、リーマンショックによる販売台数の減少を考慮し、2020年度
には、2007年までの販売台数と同等（建設機械動向調査３年分の平均値を採用）まで回復するも
のとして試算 
・ 2020年度におけるハイブリッド建設機械の販売台数は油圧ショベル全体の販売台数の約３割と
して試算（2010年度は200台として計算） 

・燃費基準の対象外の建設機械の燃費改善は考慮しない。

○燃費基準達成建設機械の認証が全出力帯で開始する 年度以降は 新規販売される燃費

試算ケース１ 

○燃費基準達成建設機械の認証が全出力帯で開始する2017年度以降は、新規販売される燃費
基準対象建設機械のうち、半分が燃費基準達成率100％（1990年比▲20.3％（３機種平均））とし、
半分が燃費基準達成率85％と仮定して試算。 

○燃費基準達成建設機械の認証が全出力帯で開始する2017年度以降は 新規販売される燃費

試算ケース２ 

○燃費基準達成建設機械の認証が全出力帯で開始する2017年度以降は、新規販売される燃費
基準対象建設機械については、すべての機械が燃費基準達成率100％であると仮定して試算。 



５． CO2削減計画について 
年時点 排出量試算■2020年時点でのＣＯ２排出量試算（ケース１、ケース２）

○2007年度における「施工の効率化」の削減量は、平成8年（1996年）～平成14年（2002年）までの
公共 事 ト縮減対策 ト縮減が同様 ペ 年ま 進められたとし 算出し

○2007年度における「施工量の変化等」によるＣＯ２排出削減量は、ＣＯ２排出量の削減量から建設

公共工事コスト縮減対策でのコスト縮減が同様のペースで2007年まで進められたとして算出し、
2007年度以降についても、コスト縮減が進んでいくものとして2020年まで算出している。 

○ 年度 おける 施 量 変化等」 る ２排出削減量 、 ２排出量 削減量 建設

機械の「燃費改善」による削減量（推計値）と「施工の効率化」による削減量（推計値）を引くことで算
出している。 

○2007年度以降の「施工量の変化等」によるＣＯ２排出削減量は 機械の稼働率を一定として 機○2007年度以降の「施工量の変化等」によるＣＯ２排出削減量は、機械の稼働率を 定として、機
械の保有台数の減少に伴って施工量が減少するものとして算出している。 

「燃費改善 のみ着目した 排出削減量
建設施工分野におけるCO2排出削減量

0
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